
（様式－１） 

会 社 概 要 書 
※の部分は記入不要 

管理コード※  ―  

提出日 （西暦）    年   月   日 

所在地 
〒 

商 号  
代表者印 

代表者 

役 職 名  

氏 名 
フリガナ 

 

本 社 

名 称 
フリガナ 担当部署  

 担当者  

住 所 
〒 

 

ＴＥＬ  

ＦＡＸ  

取引を行う 

事業所 

名 称 
フリガナ 担当部署  

 担当者  

住 所 
〒 ＴＥＬ  

ＦＡＸ  

担 当 者 

Ｅメール 

 

 

登録を希望する業種 1.工事部門 2．調査設計部門 

取得 

許認可 

建設業許可 
登録番号 

国土交通大臣 

（     ）知事 
（   －  ）第   号 

許可業種    

建築士事務所登録 登録番号  第  号 最新更新日 年  月  日 

建設コンサルタント

等 

登録番号   

登録部門  最新更新日 年  月  日 

会社設立年月日 年   月   日 資本金 万円 

主な株主氏名 
 主要 

取引銀行 

 

  

年間業務受注高 

及び 

主たる受注先 

（過去３か年） 

過去３か年の年間業務受注高 主たる受注先 

     年 万円  

  年  万円  

    年 万円  

登録に希望する業種 

過去３か年の年間業務受注高 受注先（受注高の最も多かった企業名を記入） 

  年 万円  

    年 万円  

 年 万円  



（様式－１） 

加入保険等 

社会保険 1.加入 2.加入予定（時期     ） 3.未加入 

労働保険 1.加入 2.加入予定（時期     ） 3.未加入 

法定外労災

保険 
1.加入 2.加入予定（時期     ） 3.未加入 

退職金共済

制度 

1.加入 2.加入予定（時期     ） 3.未加入 

名称（               ） 

役員数 従業員数（自社の職員のみを対象として記入してください） 

常勤 人 営業 
技術 

事務 合計 
現場 内業 

非常勤 人 人 人 人 人 人 

職員の資格 

保有状況 

 

（自社の職

員のみを対

象としてく

ださい） 

部門 資格の名称 保有者数 

 
 
 
 

 
 

工
事
・
調
査
設
計
部
門 

 
 

一級建築士 人 

二級建築士 人 

木造建築士 人 

１級建築施工管理技士 人 

２級建築施工管理技士 人 

１級管工事施工管理技士 人 

２級管工事施工管理技士 人 

１級電気工事施工管理技士 人 

２級電気工事施工管理技士 人 

１級電気通信工事施工管理技士 人 

２級電気通信工事施工管理技士 人 

消防設備士 人 

建築設備検査資格者 人 

特定建築物調査員資格者 人 

建築コスト管理士 人 

建築積算資格者 人 

測量士    人 

工事現場責任者認定証（阪神高速道路(株)） 人 

（その他） 人 

 人 

 人 

 人 

 人 

 人 

 人 

 

 

 



（様式－２） 

過去５か年における業務施工実績 

※登録を希望する業種に係る施工実績を記載してください。 

年度 発注機関（受注先） 業務の名称 業務期間 業務の概要（場所、数量、内容等） 
受注金額 

（税抜・千円） 

   H . . ～H . .    

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      



（様式－３） 

年   月   日 

 

阪神施設調査株式会社 御中 

 

所在地 

会社名 

代表者名              印 

 

誓 約 書 
 

今般、貴社の協力会社募集への応募にあたり、下記のとおり誓約いたします。 

 

記 

 

１. 下記の提出書類の一切について、虚偽の無いことを誓約します。 

 ・会社登記簿謄本（写）（発行より３か月以内のもの） 

 ・会社案内 

 ・会社概要書 

 ・決算書（過去３か年分） 

 ・応募する部門に該当する過去５か年における業務施工実績 

 ・代表者の経歴書 

 ・建設業許可証明書（写）・建築士事務所登録証明書（写） 

（発行より３か月以内のもの） 

 

２. 過去５年以内に、建設業法、会社法、刑法等の規定に違反し、罰金以上の処分を受けた経

歴はありません。また、同様の経歴を持つ会社役員はいません。 

 

３. 過去５年以内に手形交換所において、取引停止処分、もしくは宣告を受けたことがありま

せん。 

また、民事執行法、破産法、会社更生法、民事再生法、その他公権力に基づく処分、手続

等の申し立てを受け、もしくはこれらの申し立てをしたことがありません。 

 

４. 反社会勢力とは一切かかわりがありません。 

 

５. 上記の各項に虚偽偽りがあった場合、その理由の如何にかかわらず、貴社の定める処分に

従い、不服申し立て等一切いたしません。 

 

 


